
平成２５年９月３日の原子力防災会議で、関係自治体の避難計画作成等に関係省庁が全面
的に取組む方針を決定。

原子力発電所がある１３地域に「地域原子力防災協議会」を設置し、国と自治体が一体となっ
て、計画の策定・充実化の取組を実施中。

全体として具体化・充実化が図られた地域については、同協議会で地域の緊急時対応につ
いて確認し、原子力防災会議（議長：内閣総理大臣）に報告、了承を得る。

１．地域防災計画・避難計画作成充実化の取組

２．関係道府県への財政的支援

原子力発電施設等緊急時安全対策交付金（内閣府予算） 防災活動資機材、オフサイトセンター 等

・ 平成２９年度：１０４億円
（平成２８年度：１２３億円、平成２７年度：１２２億円、平成２６年度：１２１億円、平成２５年度：１１１億円）

原子力災害対策事業費補助金（内閣府予算） 放射線防護対策施設 等

・ 平成２８年度補正：１００億円
（平成２７年度補正：１００億円、平成２６年度補正：９０億円、平成２５年度補正：２００億円、平成２４年度補正：１１１億円）

※平成２５年度までは「原子力災害対策施設整備費補助金」

内閣府原子力防災担当の業務

◆原子力災害対策特別措置法に基づき、原子力緊急事態を想定し、国、地方自治体、電力事業

者等が合同で、原子力総合防災訓練を実施。

◆県主催の防災訓練に参画。

◆自治体職員等の防災業務関係者への研修を実施。

３．原子力総合防災訓練、県訓練への参画、防災業務関係者への研修

資料１



地域原子力防災協議会＜国＞

原子力規制委員会

原子力災害対策指針

原子力災害対策に関する専門
的・技術的事項を規定

※原子力災害対策特別措置法

＜県・市町村＞
県防災会議・

市町村防災会議

地域防災計画・避難計画

原子力災害対策指針、防災
基本計画に基づき、地域の
実情に精通した関係自治体
が作成

※災害対策基本法

地域防災計画・避難計画の策定と支援体制

 原発が立地する１３の地域
ごとに、内閣府が設置

 内閣府、規制庁を始めとし
た国の全ての関係省庁と、
計画を策定する関係自治
体等が参加

 各自治体の避難計画を含
む当該地域の「緊急時対応
」を取りまとめ、原子力災害
対策指針等に照らして具体
的かつ合理的であることを
確認

※災害対策基本法に基づく防災基本計画

中央防災会議

防災基本計画

国、自治体、電力事業者等がそ
れぞれ実施すべき事項を規定

※災害対策基本法

内閣府
（原子力防災担当）

国による自治体支援の実施
防護設備、資機材等への財政的支援

原子力防災会議
※原子力基本法

• 全閣僚と原子力規
制委員長等で構成（
議長：総理）

• 地域の避難計画を
含む「緊急時対応」
が原子力災害対策
指針等に照らして具
体的かつ合理的とな
っていることについ
て、国として了承

＜国による自治体支援の具体的内容＞
•計画策定当初から政府がきめ細かく関与し、要配慮者を含め、避難先、避難手段、避難経路等の確保
等、地域が抱える課題をともに解決するなど、国が前面に立って自治体をしっかりと支援

•緊急時に必要となる資機材等については、国の交付金等により支援
•関係する民間団体への協力要請など、全国レベルでの支援も実施
•一旦策定した計画についても、確認・支援を継続して行い、訓練の結果等も踏まえ、引き続き改善強化

報告
・

了承

事務局

支援 支援



地域防災計画・避難計画作成充実化の取組状況
１．川内地域（鹿児島県）

○平成26年9月、「川内地域の緊急時対応」を原子力防災会議に報告し、了承。
○平成27年12月20日及び平成29年1月28日に鹿児島県主催の原子力防災訓練を実施。訓練結果から教訓事項を抽出し、
「川内地域の緊急時対応」の更なる充実・強化に取り組む予定。

２．伊方地域（愛媛県、山口県）

○平成27年8月、伊方地域原子力防災協議会を開催し「伊方地域の緊急時対応」が具体的かつ合理的であることを確認。
同年10月に原子力防災会議に報告し、了承。

○平成27年11月、国主催の原子力総合防災訓練を伊方地域で実施。平成28年３月に訓練成果報告書をとりまとめ、得ら
れた教訓事項等を踏まえ、同年７月に「伊方地域の緊急時対応」を改定。

３．高浜地域（福井県、京都府、滋賀県）

○平成27年12月16日に高浜地域原子力防災協議会を開催し、「高浜地域の緊急時対応」が具体的かつ合理的であること
を確認。同年12月に原子力防災会議に報告し、了承。

○平成28年８月27日に３府県・関西広域連合と内閣府との合同訓練を実施。訓練結果等を踏まえ更なる充実・強化に取
り組む予定。

４．泊地域（北海道）

○平成28年９月２日に泊地域原子力防災協議会を開催し、「泊地域の緊急時対応」が具体的かつ合理的であることを
確認。同年10月に原子力防災会議に報告し、了承。

○平成28年11月、国主催の原子力総合防災訓練を泊地域で実施。別途、平成29年2月4日に実施した暴風雪を想定した冬
季の訓練に係る実施結果も合わせて教訓事項を抽出し､「泊地域の緊急時対応」の更なる充実・強化に取り組む予定。

５．玄海地域（佐賀県、福岡県、長崎県）

○平成28年11月22日に玄海地域原子力防災協議会を開催し、「玄海地域の緊急時対応」が具体的かつ合理的であること
を確認。同年12月に原子力防災会議に報告し、了承。

○平成29年9月3日・4日、国主催の原子力総合防災訓練を玄海地域で実施。

※ その他の地域についても、順次、同様の取り組みを拡大。



今後の主な課題

1

内閣府原子力防災担当

資料２



１ ＰＡＺ内における対応（１０条、１５条）

（１）要支援者の詳細把握（支援者の有無等）

（２）支援者の確保

（３）必要輸送能力の精査及び各種協会との調整

２ ＵＰＺ内における対応

（１）避難退域時検査場所の設定

（２）要支援者の詳細把握（算出方法の検討）

（３）必要輸送能力の精査及び各種協会との調整

（４）代替避難経路の設定



３ 放射線防護資機材、物資供給体制

（１）物資集積拠点の設定（１次・２次）

（２）ＰＡＺ内住民に対するヨウ素剤事前配布

４ 実動組織の支援体制



以下参考資料
（泊地域の緊急時対応より抜粋）

4

※〈 〉内は泊地域の緊急時対応における該当ページ



１ ＰＡＺ内における対応（１０条、１５条）

5



警戒事態

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

PAZ圏内に係る学校・保育所・幼稚園の避難 <P25>

6

児童等と教職員等が共に一時滞在場所に
避難を開始

避難準備

一時滞在場所：札幌市南区体育館
児童等は、一時滞在場所で保護者に引き渡し

※1：泊小学校はUPZ圏に所在するが、 PAZ圏内に自宅が所在する児童がいることから施設敷地緊急事態で避難を開始。

※2：共和中学校はUPZ圏に所在するが、全生徒（157人）のうち、PAZ圏内に自宅が所在する生徒（39人）及び生徒に随行する教職員等（3人）については、
施設敷地緊急事態で避難を開始。なお、UPZ圏内に自宅が所在する生徒（118人）は、施設敷地緊急事態で帰宅を実施。

※3：児童等の人数については、平成28年4月1日現在。

泊村

施設名
人数

児童等 教職員等 合計

泊小学校※1 89人 14人 103人

泊中学校 50人 15人 65人

とまり保育所 38人 8人 46人

合 計 177人 37人 214人

共和町

施設名
人数

児童等 教職員等 合計

北辰小学校 79人 11人 90人

共和中学校※2 39人 3人 42人

はまなす幼児ｾﾝﾀｰ 55人 18人 73人

合 計 173人 32人 205人

児童等と教職員等が共に避難先（兼一時滞在場
所）に避難を開始

避難準備

避難先（兼一時滞在場所）：ﾙｽﾂﾘｿﾞｰﾄ
児童等は、避難先で保護者に引き渡し

 PAZ圏内に係る小中学校の児童等（4施設、約260人）及び保育所・幼稚園の幼児（2施設、約90人）

は、警戒事態になった場合、避難準備を開始し、施設敷地緊急事態になった場合、教職員等ととも
に一時滞在場所又は避難先に移動。その後、児童等の保護者への引き渡しを実施。

 全ての学校・保育所・幼稚園において個別避難計画を策定済。

とまりむら

とまり

きょうわ

きょうわちょう

さっぽろし みなみく

とまり

とまり きょうわ

ほくしん



 PAZ圏内の社会福祉施設（泊村の2施設100人）は、個別避難計画を策定済であり、 UPZ圏外の黒松
内町にある施設を避難先として確保。

 無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策が講じられたむつみ荘（自施設内）にお
いて、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。その他の入所者等は、あらかじめ定められた
避難先施設へ避難を実施。

 何らかの事情で、あらかじめ選定しておいた避難先施設が活用できない場合には、北海道が受入先
を調整。

PAZ圏内の社会福祉施設の避難 <P26>

7

避難先施設

町名 施設名 受入見込人数

黒松内町 黒松内つくし園 100人

計100人

※1 短期入所者10人を含む
※2 無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者は自施設内で屋内退避
※3 輸送等の避難準備完了後、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
※4 その他の入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難

PAZ

UPZ

計100人

村名 施設名 施設種別 入所定員数

泊村 むつみ荘
養護老人ﾎｰﾑ※1 40人

特別養護老人ﾎｰﾑ 60人

自施設内屋内退避

＜放射線防護施設＞

※2

※3

※4

避難元施設

とまりむら くろまつ

ないちょう

くろまつないちょう くろまつない

とまりむら



 在宅の避難行動要支援者22人全員に支援者がいることを確認。
 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両又はﾊﾞｽ等で避難先へ移動。

 無理に避難するとかえって健康ﾘｽｸが高まると判断される場合は、支援者の車両又は福祉車両で、
近傍の放射線防護施設へ移動。

泊村におけるPAZ圏内の在宅の避難行動要支援者の避難<P27>

避
難
先
：
ア
パ
ホ
テ
ル
＆
リ
ゾ
ー
ト〈
札
幌
〉

支援者が同行等をすることで避難可能な者

支援者の自家用車等で移動

支援者と共に徒歩、
自家用車等で移動

ﾊﾞｽ、福祉車両で移動

支援者の車両又は福祉車両で移動

8

支援者

在宅避難行動
要支援者
（22人）

むつみ荘（養護老人ﾎｰﾑ、特別養護老人ﾎｰﾑ）

放射線防護施設

泊村10箇所

※P46参照

ﾊﾞｽ集合場所

一
時
滞
在
場
所
：
札
幌
市
南
区
体
育
館

ﾊﾞｽ、

福祉車両
等で移動

11人（支援者11人）

11人（支援者11人）

輸送等の避難準備完了後、
避難を実施

※ 避難行動要支援者の数は平成28年3月1日現在。

無理に避難すると健康ﾘｽｸが高まる者

とまりむら

とまりむら

さ
っ
ぽ
ろ
し

さ
っ
ぽ
ろ

み
な
み
く



泊村において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力<P31>

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数約450人について、ﾊﾞｽ14台、福祉車両
17台（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様5台、車椅子仕様12台）。

想定対象
人数

必要車両台数※1

備 考
ﾊﾞｽ※2 福祉車両

(ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

学校・保育所の児童等
の避難

214人
（児童等177人+
教職員等37人）

（3箇所）

7台
（40人乗6台）
（30人乗1台）

0台 0台 【資料P25】

社会福祉施設の入所
者等の避難

168人
（入所者100人+

職員68人）
（1箇所2施設）

4台
（40人乗）

（入所者74人+
職員51人）

5台
（1人乗）

（入所者5人+
職員5人）

12台
（1人乗2台）

（2人乗10台）
（入所者21人+

職員12人）

【資料P26】

在宅の避難行動要支
援者等の避難

25人
（要支援者11人+支
援者11人＋安定ﾖｳ
素剤服用不適切者
3人）

1台
（30人乗）

（要支援者11人+支
援者11人＋安定ﾖｳ
素剤服用不適切者
3人）

0台 0台 安定ﾖｳ素剤の服用が不適切な者12
人のうち、ﾊﾞｽにより避難する者は3人、
自家用車で避難する者は9人。
【資料P27】

観光施設から避難する
一時滞在者

47人 2台 0台 0台 ﾊﾞｽ1台当り40人程度の乗車を想定。
1日あたりの観光施設の入場見込み
人数470人程度のうち、約9割が自家
用車や観光ﾊﾞｽで来場する想定で、
その1割を想定対象人数として算入。
【資料P29】

合 計 454人 14台 5台 12台

※1 数字は現段階で泊村が把握している暫定値
※2 ﾊﾞｽは、2種類の乗車人数（30名乗り及び40名乗り）により想定

9

とまりむら

とまりむら



泊村における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保<P32>

 施設敷地緊急事態発生時には、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者、教育機関の避難のため
に、泊村及び北海道電力が配備する車両のほか、北海道の要請に基づき、北海道ﾊﾞｽ協会が調整・
確保する車両により、必要車両台数を確保。

 北海道及び北海道ﾊﾞｽ協会は、「原子力災害時における住民避難用ﾊﾞｽ要請・運行要領」に基づき住
民避難用ﾊﾞｽを確保。

確保車両台数

備 考

ﾊﾞｽ
福祉車両

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様)
福祉車両

(車椅子仕様)

（A）必要車両台数 14台 5台 12台

（B）確保車両台数 計14台以上 計5台以上 計12台以上

確
保
先

泊村 4台 2台 2台
各種車両の１台あたりの乗車人数
【ﾊﾞｽ】30人乗り（2台）、40人乗り（2台）
【福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様）】ｽﾄﾚｯﾁｬｰ1名乗り
【福祉車両（車椅子仕様）】車椅子1名乗り

北海道ﾊﾞｽ協会 10台以上 － －
PAZ・UPZ町村が所在する後志地域のﾊﾞｽ会社が
保有する車両総数1,252台

北海道電力 － 3台以上 10台以上
各種車両の１台あたりの乗車人数
【福祉車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様）】ｽﾄﾚｯﾁｬｰ1名乗り
【福祉車両（車椅子仕様）】車椅子2名乗り

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

10

とまりむら

とまりむら

とまりむら
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 共和町におけるPAZ圏内のﾊﾞｽ避難の住民数は合計約1,240人。

 共和町では、7箇所のﾊﾞｽ集合場所を設置し、住民は、あらかじめ指定されたﾊﾞｽ集合場所に集合。
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共和町におけるﾊﾞｽ避難の住民の数（全面緊急時）<P47>

宮丘地区寿の家

北辰小学校

発足克雪管理ｾﾝﾀｰ

ﾋﾞｼｬﾑﾅｲ会館

発足ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ

はまなす幼児ｾﾝﾀｰ

PAZ

ﾊﾞｽ集合場所
ﾊﾞｽ

必要台数

宮丘地区寿の家 75人 2台

北辰小学校 21人 1台

ﾋﾞｼｬﾑﾅｲ会館 61人 2台

発足ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ 143人 4台

はまなす幼児ｾﾝﾀｰ 290人 8台

発足克雪管理ｾﾝﾀｰ 151人 4台

北電体育館 505人 13台

合 計：7箇所 1,246人 34台

：各集落ごとのﾊﾞｽ集合場所7箇所

北電体育館

きょう わちょう

きょう わちょう

共和町役場

災害対策本部

※ 数字は現段階で共和町が把握している暫定値

きょうわちょう

きょうわちょう

はったり

みやおか

ほくしん

はったり

はったり

みやおか

ほくしん

きょうわちょう

はったり



２ ＵＰＺ内における対応
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